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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第68期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
累計期間

第68期
第２四半期連結
会計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 281,975 280,774 140,205 149,999 563,320

経常利益
(又は損失(△))

(百万円) 15,412 4,590 3,468 △ 98 22,365

四半期(当期)純利益
(又は損失(△))

(百万円) 5,657 3,023 △ 1,332 638 16,567

純資産額 (百万円) ― ― 457,478 461,707 453,395

総資産額 (百万円) ― ― 673,965 723,753 683,523

１株当たり純資産額 (円) ― ― 196,535.60197,829.43194,864.16

１株当たり四半期
(当期)純利益
(又は損失(△))

(円) 2,456.351,312.82△ 578.66 277.25 7,193.40

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 67.2 63.0 65.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 38,203 2,774 ― ― 84,760

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 14,793△ 2,701 ― ― △ 36,728

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 5,138 770 ― ― △ 9,410

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 97,608 117,925 116,598

従業員数 (名) ― ― 5,125 6,114 5,095

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第68期第２四半期連結会計期間については１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。その他の会計期間について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

なお、映像音楽事業及び生活情報事業における連結子会社の異動については、３「関係会社の状況」に記

載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下の通りです。

当社の連結子会社であるFUJI ENTERTAINMENT AMERICA, INC.は平成21年９月22日付でARC MUSIC

CORPORATIONの全株式を取得しました。同日、当社の子会社であるSIX PALMS MUSIC CORPORATIONは新たに

ARC MUSIC LLCを設立しました。ARC MUSIC LLCは平成21年９月23日付で、ARC MUSIC CORPORATIONを吸収合

併しました。同日、SIX PALMS MUSIC CORPORATIONは当社の子会社であるTHIRD STORY MUSIC, INC.を吸収合

併し社名をARC MUSIC, INC.に変更しました。これらの一連の取引の結果、ARC MUSIC LLCとARC MUSIC,

INC.（旧SIX PALMS MUSIC CORPORATION)を連結子会社としました。

当社の子会社である㈱フジ・メディア・サービスは平成21年７月８日付で公開買付けにより㈱セシール

の株式を取得したため、㈱セシールを連結子会社としました。これに伴い、㈱セシールの子会社である㈱ア

ルマード、㈱セシールコミュニケーションズ、㈱セシールビジネス＆スタッフィング、㈱セシールロジス

ティクスを連結子会社としました。なお、㈱フジ・メディア・サービスは㈱セシール株式の取得により重要

性が増したため、当第２四半期連結会計期間より連結子会社としております。

　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

ARC MUSIC LLC
LOS ANGELES
U.S.A.

千US$
0
音楽著作権管理
等

100.0
(100.0)

─ ─

ARC MUSIC, INC.
LOS ANGELES 
U.S.A.

千US$
202

音楽著作権管理
等

100.0
(100.0)

─ ─

㈱セシール　（注）２ 香川県高松市 12,588通信販売事業
78.1
(78.1)

─ 役員の兼任有

㈱アルマード 東京都渋谷区 60通信販売事業
75.0
(75.0)

─ ─

㈱セシールコミュニケー
ションズ

香川県高松市 50通信販売事業
100.0
(100.0)

─ ─

㈱セシールビジネス＆ス
タッフィング

香川県高松市 50
派遣事業
その他の事業

100.0
(100.0)

─ ─

㈱セシールロジスティク
ス

香川県さぬき
市

50通信販売事業
100.0
(100.0)

─ ─

㈱フジ・メディア・サー
ビス

東京都港区 50
有価証券の取得
・保有

100.0 ─ 役員の兼任有

(注)　１　「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であります。

２　有価証券報告書提出会社であります。

　

EDINET提出書類

株式会社フジ・メディア・ホールディングス(E04462)

四半期報告書

 3/35



４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
6,114
(3,508)

(注)  １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループから当社グループへの出　向

者を含む就業人員であります。

 ２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

 ３ 従業員数が当第２四半期連結会計期間において644名増加しておりますが、主として生活情報事業において㈱

セシール、㈱アルマード、㈱セシールコミュニケーションズ、㈱セシールビジネス＆スタッフィング、㈱セシー

ルロジスティクスを新たに連結子会社としたことによります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 29

(注)  従業員数は、㈱フジテレビジョンから当社への出向者（出向者のうち主に当社で就業する者に限る。）を含む就

業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)
前年同四半期比

(％)

放送事業 88,736 △ 5.2

制作事業 12,000 △ 6.2

映像音楽事業 17,248 0.8

生活情報事業 30,681 63.6

広告事業 11,289 52.6

その他事業 7,359 △ 9.4

消去又は全社 (17,316) ─

合計 149,999 7.0

(注) １  平成21年３月期第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しておりますが、上表の

前年同四半期比は、前第２四半期連結会計期間の数値を変更後のセグメントの区分によった場合の数値に組

替え比較しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱電通 33,829 24.1 30,961 20.6

㈱博報堂ＤＹメディア
パートナーズ

20,017 14.3 19,193 12.8

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

当社グループの当第２四半期連結会計期間における経営成績は以下の通りであります。

当第２四半期のわが国の経済は、政府の月例報告によると、「景気は、失業率が過去最高水準になるな

ど厳しい状況にあるものの、このところ持ち直しの動きが見られる」とし、在庫調整の一巡や経済対策の

効果に加え、対外経済環境の改善により、景気は持ち直しの動きが見えはじめております。しかし、天候不

順や新型インフルエンザ流行のあおりを受けて個人消費は力強さを欠き、広告のセールス環境は依然と

して厳しい状況が続いています。 

　こうした中、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は、連結子会社の増加により生活情報

事業及び広告事業が増収となったことで、前年同期比7.0％増収の1,499億99百万円となりました。一方、

営業損益は、放送事業が放送収入の減収により営業損失となったことなどで、４億円の営業損失、経常損

益も98百万円の損失となりました。しかし、特別利益に固定資産売却益21億38百万円を計上したことなど

により、四半期純利益は6億38百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績の状況は以下の通りであります。

　

　
売　上　高 営業利益又は営業損失(△)

前第２四半期
連結会計期間

当第２四半期
連結会計期間

増減
前第２四半期
連結会計期間

当第２四半期
連結会計期間

増減

　 (百万円) (百万円) (％) (百万円) (百万円) (％)

放送事業 93,595 88,736△ 5.2 2,287 △ 299 ―

制作事業 12,788 12,000△ 6.2 714 820 14.8

映像音楽事業 17,114 17,2480.8 1,006 62△ 93.8

生活情報事業 18,754 30,68163.6 △ 724 △ 301 ―

広告事業 7,396 11,28952.6 △ 78 △ 107 ―

その他事業 8,120 7,359△ 9.4 △ 35 32 ―

消去又は全社 (17,563) (17,316)― (58) (607)―

合  計 140,205 149,9997.0 3,110 △ 400 ―

（注）平成21年３月期第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しておりますが、上表の前第

２四半期連結会計期間の数値は変更後のセグメントの区分によった場合の数値に組替えて、参考として表示して

おります。

　

（放送事業）

テレビ放送部門の放送収入は、厳しい広告市況を反映して、ネットタイム、ローカルタイム及びス

ポットすべてで苦戦しました。放送以外では、催物事業が「コルテオ」の貢献により増収となり、映画

事業も「アマルフィ」のヒットなどで増収になったことで、その他事業収入は前年同期を上回りまし

たが、テレビ放送部門全体は、放送収入の落ち込みの影響が大きく減収となりました。一方、費用面で

は、増収に伴いその他事業原価は増加したものの、放送事業原価や販管費が減少して営業費用は前年同

期を下回りましたが、減収による影響を補うには至らず減益となりました。 

　ラジオ放送部門の売上高も、イベント収入では前年同期を上回ったものの、放送収入の落ち込みをカ

バーできず減収となりました。費用面では、番組制作費や販管費の削減で営業費用は減少しましたが、

減収による影響で減益となりました。 

　その結果、放送事業全体の売上高は887億36百万円と前年同期比5.2％減収、営業損益は２億99百万円

の損失となりました。

　

放送事業の売上高内訳
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前第２四半期
連結会計期間

当第２四半期
連結会計期間

増減

（百万円） （百万円） （％）

テレビ放送部門 　 　 　

放送事業収入 73,942 67,614 △ 8.6

　　放送収入 66,193 59,520 △ 10.1

　　　ネットタイム 34,990 30,889 △ 11.7

　　　ローカルタイム 5,320 4,399 △ 17.3

　　　スポット 25,882 24,230 △ 6.4

　　その他放送事業収入 7,748 8,094 4.5

　　　番組販売収入 4,389 4,615 5.2

　　　その他 3,359 3,478 3.6

その他事業収入 13,299 15,359 15.5

小　計 87,241 82,973 △ 4.9

ラジオ放送部門 6,363 5,767 △ 9.4

セグメント内消去 (9) (5) ―

合　計 93,595 88,736 △ 5.2

　

（制作事業）

制作事業は、番組制作等の受注が減ったことにより、売上高は120億円で前年同期比6.2％の減収とな

りましたが、制作費等の削減により営業利益は８億20百万円で前年同期比14.8％の増益となりました。

　

（映像音楽事業）

㈱ポニーキャニオンの音楽部門は、つるの剛士の「つるのおと」等のヒットがあり、映像部門もアニ

メ「けいおん」等が好調で増収となりましたが、原価率の上昇などで減益となりました。また、㈱フジ

パシフィック音楽出版は著作権収入の減少で減収減益となりました。この結果、映像音楽事業全体の売

上高は172億48百万円で前年同期比0.8％の増収、営業利益は62百万円で前年同期比93.8％の減益とな

りました。

　

（生活情報事業）

生活情報事業の売上高は、当第２四半期連結会計期間より㈱セシール及びその子会社が新たに連結

子会社となったことにより、306億81百万円で前年同期比63.6％の大幅増収となりました。営業損益に

ついては、㈱ディノスや㈱サンケイリビング新聞社が経費削減により増益となったことで、営業損失は

前年同期より改善し３億１百万円となりました。

　

（広告事業）

広告事業の売上高は、第１四半期連結会計期間より連結子会社となった協同広告㈱の影響などによ

り112億89百万円と前年同期比52.6％の大幅増収となりました。営業損益は、㈱クオラスが経費削減に

より損失を縮小したものの、協同広告㈱が広告取扱高の減少などで営業損失を計上し、広告事業全体も

１億７百万円の損失となりました。

　

（その他事業）

㈱フジミックは、システム開発の受注減などで減収減益となりました。また、㈱扶桑社は、書籍販売は

伸びたものの雑誌の販売及び広告で苦戦し減収となりましたが、経費削減により経営改善が進み営業

損失は縮小いたしました。その結果、その他事業全体では、売上高は73億59百万円と前年同期比9.4％の

減収となりましたが、営業損益は前期の損失から当期は32百万円の利益になりました。
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持分法適用会社では、㈱ビーエスフジは、ＢＳ初の大型報道番組「ＢＳフジLIVE PRIME NEWS」などが

貢献し、売上は北京五輪があった前年同期を上回りましたが、番組制作費も増加したことで減益となりま

した。また、㈱サンケイビルは、昨年８月に開業したブリーゼタワーが売上に貢献いたしましたが、減収減

益となりました。その結果、持分法による投資利益は５億44百万円で前年同期比34.2％の減益となりまし

た。

　

(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は7,237億53百万円となり、前期末比402億30百万円(5.9%)の増

加となりました。 

　流動資産は3,113億97百万円で、前期末比170億27百万円(5.8%)の増加となりました。これは主に、現金及

び預金が29億50百万円、有価証券が26億93百万円減少した一方で、連結子会社の増加等により、たな卸資

産が99億29百万円、受取手形及び売掛金が59億15百万円、流動資産のその他に含まれる前払費用が42億42

百万円、未収入金が18億81百万円増加したこと等によるものであります。

　固定資産は4,123億56百万円で、前期末比232億２百万円(6.0%)の増加となりました。これは主に、投資有

価証券が115億80百万円増加し、連結子会社の増加等により無形固定資産のその他に含まれる音楽著作権

が65億74百万円、建物及び構築物が22億75百万円、のれんが14億７百万円増加したこと等によります。

　負債は2,620億46百万円で、前期末比319億18百万円(13.9%)の増加となりました。これは主に、連結子会

社の増加等により支払手形及び買掛金が108億69百万円、短期借入金が67億96百万円、退職給付引当金が

39億92百万円増加し、固定負債のその他に含まれる繰延税金負債が62億60百万円増加したこと等により

ます。

　純資産は、剰余金の配当により41億45百万円減少した一方で、当期純利益を30億23百万円計上し、その他

有価証券評価差額金が74億64百万円、連結子会社の増加等により少数株主持分が14億34百万円増加した

結果、当期末残高は4,617億７百万円で前期末比83億11百万円(1.8%)の増加となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは89億35百万円の収入となり、前年同期比149億18百万円の収入減

少となりました。これは、売上債権の増減額が83億33百万円の支出増加となったことや、法人税等の還付

額が21億45百万円減少したこと等によります。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは92億45百万円の支出となり、前年同期比31億81百万円の支出増加

となりました。これは、投資有価証券の取得による支出が37億68百万円減少した一方で、連結の範囲の変

更を伴う子会社株式の取得による支出が70億42百万円あったこと等によります。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期11億45百万円の支出から当期は44億74百万円の収入と

なりました。これは長期借入れによる収入が42億27百万円増加したことや、短期借入金の純増減額が21億

73百万円の収入増加となったこと等によります。 

　この結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は1,179億25百万円で、前期末に比べ13億26百万円(1.1%)

の増加、第１四半期末に比べ40億30百万円(3.5%)の増加となりました。 

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は78百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,364,298 2,364,298
東京証券取引所
市場第一部

単元株制度を採用しておりませ
ん

計 2,364,298 2,364,298― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ─ 2,364,298 ─ 146,200 ─ 173,664

　

EDINET提出書類

株式会社フジ・メディア・ホールディングス(E04462)

四半期報告書

11/35



(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東宝㈱ 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 183,221 7.75

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 105,590 4.47

シービーニューヨーク　オービス
　ファンズ
（常任代理人　シティバンク銀行
㈱証券業務部）

LPG BUILDING 34 BERMUDIANA ROAD　HAMILTON
HM 11 BERMUDA
（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）

96,094 4.06

シービーニューヨーク　オービス
　エスアイシーアーヴィー
（常任代理人　シティバンク銀行
㈱証券業務部）

31, Z.A.BOURMICHT, L-8070 BERTRANGE,
LUXEMBOURG
（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）

95,994 4.06

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 81,635 3.45

㈱文化放送 東京都港区浜松町１丁目３１番 77,920 3.30

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 東京都千代田区永田町２丁目１１番１号 77,000 3.26

関西テレビ放送㈱ 大阪府大阪市北区扇町２丁目１番７号 54,461 2.30

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（退職給付信託口・㈱電通
口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 46,500 1.97

住友商事㈱ 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 40,000 1.69

計 ― 858,415 36.31

(注)  １　当社は、自己株式を61,202株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２　当社が、放送法に基づき名義変更を拒否した株式（外国人持株調整株式）は179,069株であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   　61,202

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　2,303,096 2,124,027 ─

単元未満株式 ─ ─ ─

発行済株式総数 2,364,298 ― ―

総株主の議決権 ― 2,124,027 ―

(注)  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が403株及び当社が放送法に基

づき名義書換を拒否した株式（外国人持株調整株式）が179,069株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数403個が含まれておりますが、同外

国人持株調整株式に係る議決権の数179,069個は含まれておりません。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
㈱フジ・メディア・ホー
ルディングス

港区台場２丁目４番８号 61,202 ─ 61,202 2.59

計 ― 61,202 ─ 61,202 2.59

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 117,700125,400147,600152,200153,400148,500

最低(円) 106,200109,400123,800131,600141,100139,800

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 66,314 69,265

受取手形及び売掛金 115,975 110,060

有価証券 57,575 60,269

たな卸資産 ※１
 30,142

※１
 20,213

その他 42,105 35,048

貸倒引当金 △716 △487

流動資産合計 311,397 294,369

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 110,551 108,275

その他（純額） 58,043 58,377

有形固定資産合計 ※２
 168,595

※２
 166,652

無形固定資産

のれん 7,343 5,936

その他 46,397 39,915

無形固定資産合計 53,740 45,851

投資その他の資産

投資有価証券 162,534 150,953

その他 29,441 27,449

貸倒引当金 △1,955 △1,754

投資その他の資産合計 190,019 176,649

固定資産合計 412,356 389,153

資産合計 723,753 683,523
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 62,153 51,283

短期借入金 11,984 5,188

返品調整引当金 730 714

役員賞与引当金 133 321

ポイント引当金 1,074 －

その他 63,376 64,104

流動負債合計 139,452 121,613

固定負債

社債 50,471 49,989

退職給付引当金 38,038 34,046

役員退職慰労引当金 2,137 2,312

利息返還損失引当金 95 －

負ののれん 9,287 9,332

その他 22,564 12,832

固定負債合計 122,593 108,514

負債合計 262,046 230,127

純資産の部

株主資本

資本金 146,200 146,200

資本剰余金 173,664 173,664

利益剰余金 153,659 154,913

自己株式 △15,505 △15,505

株主資本合計 458,019 459,273

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △318 △7,782

繰延ヘッジ損益 △34 －

土地再評価差額金 357 358

為替換算調整勘定 △2,403 △3,057

評価・換算差額等合計 △2,399 △10,482

新株予約権 47 －

少数株主持分 6,039 4,604

純資産合計 461,707 453,395

負債純資産合計 723,753 683,523
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 281,975 280,774

売上原価 189,430 196,237

売上総利益 92,544 84,536

販売費及び一般管理費 ※１
 79,902

※１
 81,798

営業利益 12,641 2,738

営業外収益

受取配当金 1,628 1,169

持分法による投資利益 1,615 839

その他 1,445 1,298

営業外収益合計 4,689 3,307

営業外費用

支払利息 452 522

投資事業組合運用損 603 528

賃貸費用 468 277

その他 394 126

営業外費用合計 1,918 1,455

経常利益 15,412 4,590

特別利益

固定資産売却益 127 2,138

貸倒引当金戻入額 47 －

その他 35 199

特別利益合計 209 2,337

特別損失

固定資産除却損 － 303

減損損失 809 －

投資有価証券評価損 579 －

投資有価証券売却損 － 254

その他 435 158

特別損失合計 1,824 716

税金等調整前四半期純利益 13,797 6,211

法人税、住民税及び事業税 7,505 3,063

法人税等調整額 511 146

法人税等合計 8,017 3,210

少数株主利益又は少数株主損失（△） 123 △22

四半期純利益 5,657 3,023
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 140,205 149,999

売上原価 97,749 105,920

売上総利益 42,456 44,079

販売費及び一般管理費 ※１
 39,345

※１
 44,480

営業利益又は営業損失（△） 3,110 △400

営業外収益

持分法による投資利益 827 544

その他 816 775

営業外収益合計 1,644 1,320

営業外費用

支払利息 225 295

投資事業組合運用損 602 523

賃貸費用 224 133

その他 232 66

営業外費用合計 1,286 1,018

経常利益又は経常損失（△） 3,468 △98

特別利益

固定資産売却益 － 2,138

会員権売却益 8 －

その他 12 125

特別利益合計 20 2,263

特別損失

固定資産除却損 － 240

減損損失 809 －

投資有価証券評価損 515 －

投資有価証券売却損 － 254

その他 324 134

特別損失合計 1,649 628

税金等調整前四半期純利益 1,840 1,535

法人税、住民税及び事業税 3,789 2,115

法人税等調整額 △688 △1,181

法人税等合計 3,101 933

少数株主利益又は少数株主損失（△） 71 △36

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,332 638
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 13,797 6,211

減価償却費 11,459 11,192

受取利息及び受取配当金 △2,002 △1,326

支払利息 452 522

持分法による投資損益（△は益） △1,615 △839

売上債権の増減額（△は増加） 16,746 1,962

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,402 △3,767

仕入債務の増減額（△は減少） △6,122 2,635

その他 3,098 △3,896

小計 37,216 12,695

利息及び配当金の受取額 2,291 1,604

利息の支払額 △439 △523

法人税等の支払額 △3,165 △11,156

法人税等の還付額 2,300 154

営業活動によるキャッシュ・フロー 38,203 2,774

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 － 11,000

有形固定資産の取得による支出 △7,205 △2,948

無形固定資産の取得による支出 △3,083 △2,240

投資有価証券の取得による支出 △4,135 △240

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△3,451 △7,042

その他 3,083 △1,230

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,793 △2,701

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △963 1,571

長期借入れによる収入 400 4,300

長期借入金の返済による支出 △663 △622

配当金の支払額 △3,871 △4,145

少数株主への配当金の支払額 △31 △36

その他 △7 △296

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,138 770

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,749 437

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,522 1,280

現金及び現金同等物の期首残高 80,171 116,598

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 913 45

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 97,608

※１
 117,925

EDINET提出書類

株式会社フジ・メディア・ホールディングス(E04462)

四半期報告書

19/35



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　連結の範囲の変更

　当社の連結子会社である㈱クオラスは平成21年４月30日付で協同広告㈱の全株式を取得したため、第１四半期連結

会計期間より、同社を連結子会社としました。

　当社の連結子会社であるFUJI ENTERTAINMENT AMERICA, INC.は平成21年９月22日付でARC MUSIC CORPORATIONの全

株式を取得しました。同日、当社の子会社であるSIX PALMS MUSIC CORPORATIONは新たにARC MUSIC LLCを設立しまし

た。ARC MUSIC LLCは平成21年９月23日付で、ARC MUSIC CORPORATIONを吸収合併しました。同日、SIX PALMS MUSIC

CORPORATIONは当社の子会社であるTHIRD STORY MUSIC, INC.を吸収合併し社名をARC MUSIC, INC.に変更しました。

これらの一連の取引の結果、ARC MUSIC LLCとARC MUSIC, INC.（旧SIX PALMS MUSIC CORPORATION)を当第２四半期連

結会計期間より連結子会社としました。

　当社の子会社である㈱フジ・メディア・サービスは平成21年７月８日付で公開買付けにより㈱セシールの株式を取

得したため、㈱セシールを連結子会社としました。これに伴い、㈱セシールの子会社である㈱アルマード、㈱セシール

コミュニケーションズ、㈱セシールビジネス＆スタッフィング、㈱セシールロジスティクスを連結子会社としました。

なお、㈱フジ・メディア・サービスは㈱セシール株式の取得により重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間

より連結子会社としております。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入額」（当第２四半期連結累計期

間33百万円）及び「投資有価証券評価損」（当第２四半期連結累計期間９百万円）は重要性が乏しいため、当第

２四半期連結累計期間においては特別利益の「その他」及び、特別損失の「その他」に含めております。

　前第２四半期累計期間において特別損失の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」（前第２四半期

連結累計期間101百万円）及び「投資有価証券売却損」（前第２四半期連結累計期間１百万円）は重要性が増加

したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「有価証券の売却及び償還による収入」（前第２四半期連結累計期間2,585百万円）は重要性が増加したため、当

第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間において流動資産の「その他」に含めておりました「有価証券」（前第２四半期連

結会計期間3,237百万円）及び、流動負債の「その他」に含めておりました「短期借入金」（前第２四半期連結会

計期間3,401百万円）は重要性が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「会員権売却益」（当第２四半期連結会計期間21

百万円）及び「投資有価証券評価損」（当第２四半期連結会計期間６百万円）は重要性が乏しいため、当第２四

半期連結会計期間においては特別利益の「その他」及び、特別損失の「その他」に含めております。 

　前第２四半期会計期間において特別利益の「その他」に含めておりました「固定資産売却益」（前第２四半期

連結会計期間０百万円）及び、特別損失の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」（前第２四半期連

結会計期間21百万円）は重要性が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 13,962百万円

製品及び商品 13,631

仕掛品 1,726

その他 821

合計 30,142百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額　　161,892百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員の
金融機関からの借入等に対して次の通り保証を行って
おります。

従業員住宅貸付分 1,312百万円

㈱放送衛星システム 536

合計 1,849百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証は㈱
ビーエスフジとの連帯保証であります。

 
　４　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　326百万円

※１　たな卸資産の内訳

番組勘定及びその他の製作品 12,255百万円

製品及び商品 6,419

仕掛品 968

その他 569

合計 20,213百万円

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 　　135,418百万円
 
　３　偶発債務
　　　保証債務
連結会社以外の会社の金融機関からの借入、従業員の
金融機関からの借入等に対して次の通り保証を行って
おります。

従業員住宅貸付分 1,441百万円

㈱放送衛星システム 583

合計 2,025百万円

 
㈱放送衛星システムの銀行借入に対する保証は㈱
ビーエスフジとの連帯保証であります。

 
　４　　　　　――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 27,725百万円

宣伝広告費 9,907

人件費 18,879

役員賞与引当金繰入額 154

役員退職慰労引当金繰入額 236

のれん償却額 1,175

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 25,892百万円

宣伝広告費 11,115

人件費 19,653

役員賞与引当金繰入額 121

役員退職慰労引当金繰入額 183

ポイント引当金繰入額 488

のれん償却額 1,088

 

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 13,493百万円

宣伝広告費 5,210

人件費 9,403

貸倒引当金繰入額 1

役員賞与引当金繰入額 80

役員退職慰労引当金繰入額 92

のれん償却額 587

※１　販売費及び一般管理費の主な内容

代理店手数料 12,926百万円

宣伝広告費 6,676

人件費 10,808

貸倒引当金繰入額 60

役員賞与引当金繰入額 54

役員退職慰労引当金繰入額 89

ポイント引当金繰入額 488

のれん償却額 587

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成20年９月30日現在)

現金及び預金 95,110百万円

　　　計 95,110

流動資産のその他に含まれる
有価証券

3,237

流動資産のその他に含まれる
短期貸付金（現先）

4,019

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△ 4,141

償還期間が３ヶ月を超える
債券等

△ 617

現金及び現金同等物 97,608百万円

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 66,314百万円

有価証券 57,575

　　　計 123,890

流動資産のその他に含まれる
短期貸付金（現先）

1,544

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△ 4,174

償還期間が３ヶ月を超える
債券等

△ 3,334

現金及び現金同等物 117,925百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,364,298

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 61,202

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

連結子会社 ― ― 47

合計 ─ 47

(注) １　上記新株予約権は、ストック・オプションとしての新株予約権であります。

２　上記新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,145 1,800平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年11月５日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,842 800平成21年９月30日 平成21年12月４日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

　
放送
事業
(百万円)

放送関連
事業
(百万円)

通信販売
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

88,8525,53413,46016,78915,567140,205 ― 140,205

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,7438,099 73 324 4,08317,323(17,323)―

計 93,59513,63413,53417,11419,650157,529(17,323)140,205

　営業利益
又は営業損失(△)

2,086 783 △ 631 1,006△ 313 2,930 180 3,110

(注)　１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

放送関連事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

通信販売事業 通信販売

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

その他事業 出版、広告、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発、新聞発行等

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

83,9804,69116,95330,52410,7223,126149,999― 149,999

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,7567,308 294 156 567 4,23217,316(17,316)―

計 88,73612,00017,24830,68111,2897,359167,316(17,316)149,999

　営業利益
又は営業損失(△)

△ 299 820 62 △ 301△ 107 32 206 (607)△ 400

（注）１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

制作事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

生活情報事業 通信販売、新聞発行等

広告事業 広告等

その他事業 出版、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発等

３　当社は、平成21年３月期第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しました。変更後

の区分による前第２四半期連結会計期間の事業の種類別セグメント情報は、次の通りです。

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)
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放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

88,8525,28716,78918,5107,1263,638140,205― 140,205

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,7437,500 324 243 270 4,48117,563(17,563)―

計 93,59512,78817,11418,7547,3968,120157,769(17,563)140,205

　営業利益
又は営業損失(△)

2,287 714 1,006△ 724△ 78 △ 35 3,168 (58)3,110

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

　
放送
事業
(百万円)

放送関連
事業
(百万円)

通信販売
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

177,16410,43029,01333,80431,561281,975 ― 281,975

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,12915,223 125 808 8,01834,306(34,306)―

計 187,29425,65429,13934,61339,579316,281(34,306)281,975

　営業利益
又は営業損失(△)

10,6591,485△ 286 1,369△ 54912,677 (36)12,641

(注)　１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

放送関連事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

通信販売事業 通信販売

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

その他事業 出版、広告、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発、新聞発行等

３　連結子会社の増加によりその他事業における資産が前連結会計年度末に比べ、6,876百万円増加しておりま

す。その概要は次の通りです。

(単位：百万円)

　
当第２四半期
連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

増減

その他事業の資産 40,272 33,395 6,876

　うち新規連結子会社分 　 　 　

　　㈱サンケイリビング新聞社 6,001 ― 6,001

　　㈱リビングプロシード 1,682 ― 1,682

計 7,683 ― 7,683

　

EDINET提出書類

株式会社フジ・メディア・ホールディングス(E04462)

四半期報告書

25/35



当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

164,4318,60231,47348,92520,9836,358280,774― 280,774

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9,53313,297481 330 1,1848,29933,127(33,127)―

計 173,96421,89931,95449,25622,16714,658313,901(33,127)280,774

　営業利益
又は営業損失(△)

3,362 925 188△ 521△ 119 69 3,907(1,168)2,738

（注）１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

制作事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

生活情報事業 通信販売、新聞発行等

広告事業 広告等

その他事業 出版、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発等

　

３　当社は、平成21年３月期第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しました。変更後

の区分による前第２四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報は、次の通りです。

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

177,1649,93133,80439,06414,4117,597281,975― 281,975

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,12914,020808 420 606 8,75434,740(34,740)―

計 187,29423,95134,61339,48515,01816,351316,715(34,740)281,975

　営業利益
又は営業損失(△)

11,1771,2841,369△ 537△ 170 14013,262(621)12,641

　

４　広告事業における資産の金額が前連結会計年度末に比べ、4,900百万円増加しております。これは主に、第１四

半期連結会計期間より、協同広告㈱を新たに連結子会社としたことによります。

　

５　生活情報事業における資産の金額が前連結会計年度末に比べ、27,815百万円増加しております。これは主に、

当第２四半期連結会計期間より、㈱セシール、㈱アルマード、㈱セシールコミュニケーションズ、㈱セシールビ

ジネス＆スタッフィング、㈱セシールロジスティクスを新たに連結子会社としたことによります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９

月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９

月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

共通支配下の取引等に重要性がないため、注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 197,829.43円
　

　 　

　 194,864.16円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額　　　(百万円) 461,707 453,395

普通株式に係る純資産額  (百万円) 455,620 448,790

差額の主な内訳　　 　 　(百万円) 　 　

　新株予約権 47 ─

　少数株主持分 6,039 4,604

普通株式の発行済株式数　　　(株) 2,364,298 2,364,298

普通株式の自己株式数　　  　(株) 61,202 61,202

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数　　　　　　(株)

2,303,096 2,303,096

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 2,456.35円１株当たり四半期純利益 1,312.82円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益　(百万円) 5,657 3,023

普通株式に係る四半期純利益　　　　　　(百万円) 5,657 3,023

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　(株) 2,303,096 2,303,096
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △578.66円１株当たり四半期純利益 277.25円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、前第２四半期連結会計期間については１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため、当第２四半期連結会計期間については潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下の通りです。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は損失(△)　　　　　　　　　　　　　(百万円)

△ 1,332 638

普通株式に係る四半期純利益又は損失(△)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円)

△ 1,332 638

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　(株) 2,303,096 2,303,096
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(重要な後発事象)

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

１　認定放送持株会社体制への移行に伴う会社分割

(1)　取引の目的及び概要並びに分割後企業の名称

当社は当社が営む放送事業等の主要事業を分割する会社分割を平成20年10月１日付で行い、認定放送

持株会社体制へ移行いたしました。当社は同日付で商号を㈱フジ・メディア・ホールディングスに変更

し、本件分割により新たに設立した会社の商号を㈱フジテレビジョンとしました。

放送を始めとするメディア産業を取り巻く環境は、デジタル化に伴う技術革新、規制緩和、法制度の改

正等により大きな変革期を迎えている中、当社は今後、メディア間でのアライアンス、再編等の動きも急

速に進展していくと認識しております。 

　当社は、主業のテレビ放送事業については、開局以来これまで系列局との強力なネットワーク体制の下、

放送業界トップの地位を確立し、また、放送周辺の事業についても他社に先んじて積極的な展開に取り組

み、グループの事業領域の拡大に努めてまいりました。 

　しかし、これからの更なる環境変化に対応し、当社グループの企業価値を向上させていくためには、放送

事業を核としつつ、放送以外の周辺事業領域へもグループ経営資源の更なる選択と集中を推し進め、外部

との資本・業務提携や事業再編を積極的に行っていく必要があります。 

　国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指すという長期的

なグループ経営ビジョンを達成するためには経営の意思決定の迅速性と、事業執行の機動性がこれまで

以上に要請されてくること、併せて適正なグループガバナンスの実行が必要であり、それらを実現するた

めの経営の組織形態としては認定放送持株会社体制が最適であると判断するに至りました。 

　当社は、今回の認定放送持株会社体制への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として

捉え、認定放送持株会社を核とした新たなグループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、

長期的なグループ経営ビジョンを目指して「グループ経営の強化」、「事業環境に応じた資源再配分の

適正化」、「事業再編への積極的取組み」に注力、グループ全体の企業価値向上に向けて一層努力をして

参ります。

(2)　対象となった事業の内容及び会社分割の法的形式

当社を新設分割会社とし、新設分割設立会社に当社のグループ経営管理事業を除く一切の事業を承継

させる分社型新設分割方式であります。

　新設分割設立会社は、新設分割に際して普通株式2,000株を発行し、その全てを当社に割当交付しまし

た。

(3)　実施する会計処理の概要

本件分割は共通支配下の取引であり、連結財務諸表作成にあたって全て消去いたします。従って、当該

会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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２　事業の種類別セグメントの区分変更

当社は、平成20年11月６日開催の取締役会において、第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメン

トの区分を変更する旨の決議を行いました。 

　従来、事業の種類別セグメントにおける事業区分は「放送事業」「放送関連事業」「通信販売事業」「映

像音楽事業」「その他事業」に区分しておりましたが、これを「放送事業」「制作事業」「映像音楽事

業」「生活情報事業」「広告事業」「その他事業」の区分に変更いたします。 

　当社グループは、国内外から高く評価される我が国を代表する「メディア・コングロマリット」を目指す

という長期的なグループ経営ビジョンを達成するため、平成20年10月１日付で当社（㈱フジ・メディア・

ホールディングス）を中核とする認定放送持株会社体制へ移行いたしました。当社は、この認定放送持株会

社体制への移行を、メディアグループとしての「第二の創業期」として捉え、認定放送持株会社を核とした

新たなグループ経営体制構築のスタート台に立ったという認識の下、「グループ経営の強化」、「事業環境

に応じた資源再配分の適正化」等の観点から事業の種類別セグメントの区分の見直しを行った結果、上記

のように変更することにいたしました。 

　この変更により、従来の「放送関連事業」を「制作事業」とし、従来の㈱ディノスの「通信販売事業」と

「その他事業」に含めていた㈱サンケイリビング新聞社を中心とするフリーペーパー発行事業等を合わせ

て「生活情報事業」とし、従来「その他事業」に含めていた㈱クオラスの広告事業等を新たに「広告事

業」として独立のセグメントといたしました。

　なお、第１四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において変更後の事業区分によった場合の

事業の種類別セグメント情報は、次の通りであります。

　

第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

88,3124,64417,01420,5547,2853,958141,769― 141,769

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,3866,519 484 176 336 4,27317,177(17,177)―

計 93,69811,16317,49920,7317,6228,231158,946(17,177)141,769

　営業利益
又は営業損失(△)

8,889 560 374 179 △ 72 16010,092(562)9,530

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
放送
事業
(百万円)

制作
事業
(百万円)

映像音楽
事業
(百万円)

生活情報
事業
(百万円)

広告
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

177,1649,93133,80439,06414,4117,597281,975― 281,975

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,12914,020808 420 606 8,75434,740(34,740)―

計 187,29423,95134,61339,48515,01816,351316,715(34,740)281,975

　営業利益
又は営業損失(△)

11,1771,2841,369△ 537△ 170 14013,262(621)12,641
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(注)　１　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主な役務・商製品

事業区分 役務・商製品の内容等

放送事業 テレビ放送事業、ラジオ放送事業

制作事業 放送番組の企画制作・技術・中継等

映像音楽事業 オーディオ・ビデオソフト等の製造販売、音楽著作権管理等

生活情報事業 通信販売、新聞発行等

広告事業 広告等

その他事業 出版、人材派遣、動産リース、ソフトウェア開発等

３　各事業区分に属する連結子会社は以下の通りです。

事業区分 連結子会社名

放送事業 ㈱フジテレビジョン(※１)、㈱ニッポン放送

制作事業
㈱共同エディット、㈱共同テレビジョン、㈱バスク、㈱八峯テレビ、㈱バ
ンエイト、㈱フジアール、㈱フジクリエイティブコーポレーション、㈱
フジライティング・アンド・テクノロジイ、㈱ベイシス

映像音楽事業

㈱シンコーミュージック・パブリッシャーズ、㈱フジパシフィック音
楽出版、任意組合フジ・ミュージックパートナーズ、㈱ポニーキャニオ
ン、㈱ポニーキャニオンエンタープライズ、
FUJIPACIFIC MUSIC (USA), INC.、
FUJISANKEI CALIFORNIA ENTERTAINMENT, INC.(※２)、
WINDSWEPT CLASSICS, INC.

生活情報事業 ㈱サンケイリビング新聞社、㈱ディノス、㈱リビングプロシード

広告事業 ㈱クオラス

その他事業
㈱ニッポン放送プロジェクト、㈱フジサンケイ人材センター、㈱フジ
ミック、㈱扶桑社、
FUJISANKEI COMMUNICATIONS INTERNATIONAL, INC.

※１ 当社は平成20年10月１日付で商号を㈱フジテレビジョンから㈱フジ・メディア・ホールディングスへ

変更するとともに、会社分割によりテレビ放送事業等を営む㈱フジテレビジョンを新たに設立いたしま

した。

※２ FUJISANKEI CALIFORNIA ENTERTAINMENT, INC. は、平成20年10月１日付で商号を FUJI ENTERTAINMENT

AMERICA, INC. に変更しております。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第69期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年11月５日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

して、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

　

①中間配当金の総額 1,842百万円

②１株当たり中間配当金 800円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

株式会社フジ・メディア・ホールディングス

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　田　　恒　　敏　　 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　　一　　浩　　 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フジ・メディア・ホールディングス（旧会社名　株式会社フジテレビジョン）の平成20年４月１日から

平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日

まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジ・メディア・ホールディングス

（旧会社名　株式会社フジテレビジョン）及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

　「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成20年10月１日付で、認定放送持株会社体制へ移行

したことに伴い、事業の種類別セグメントの区分の変更を行うこととした。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社フジ・メディア・ホールディングス

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　　一　　浩　　 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　 ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フジ・メディア・ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジ・メディア・ホールディングス

及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第

２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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